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第１章 策定にあたって 

１ 策定の趣旨 

本市では、第１次直方市産業振興ビジョン（平成 27（2015）年３月策定、平成 27（2015）

年から令和７（2025）年の 10年間）およびアクションプラン（平成 28（2016）年３月策定、

平成 28（2016）年から令和６（2024）年の９年間）において、「成長力のある人材を育成し、

にぎわいを創出する産業振興を目指す」ことを基本方針とし、人材育成や地域産業のブラン

ド化を中心とした取組みを実施してきました。 

しかし、急速に進行する人口減少や少子高齢化、情報・IT 技術の高度化、社会のグロー

バル化、SDGs に対する取組みの推進、Society5.0 の到来による第４次産業革命の進展など、

昨今の急激な社会経済状況の変化と、これらの状況が及ぼす様々な経済活動への影響は、地

域経済を支える事業者にとっても、非常に厳しい状況をもたらしています。 

また、令和２（2020）年に全世界に感染が拡大した「新型コロナウイルス感染症」の影響

により、「新しい生活様式」に対応した事業展開や副業・兼業やフリーランスなど多様な働

き方に対応した職場環境の改善への取組みが急速に進んでいます。 

このような中、本市では、令和３（2021）年３月に「第６次直方市総合計画」を策定し、

「ひと」・「まち」・「自然」の各分野について、時代の流れを捉え、社会変化に積極的に対応

し、地域経済の発展や地域課題等の解決に取組むため、横展開による連携を進め、共創する

ことで、持続可能性を高め、未来に繋がるまちづくり推進に取り組んでいます。この取組み

が評価され、令和４（2022）年に県内で５都市目にあたる SDGs 未来都市に選定されました。 

また、令和４（2022）年２月に第１回目となる「2022 直方市環境サミット」を開催し、

ゼロカーボンシティ宣言を行い、市民や事業者と協力して二酸化炭素実質排出ゼロを目指

して取り組むことを掲げています。製造業の割合の高い本市において、二酸化炭素削減の

取り組みは事業者の理解と実行なしにはカーボンニュートラル実現は難しいことから、市

と事業者との連携は不可欠であると考えています。 

こうした現状を踏まえ、急激に変化する社会経済状況下においても地域経済を維持し、

将来を見据えて事業成長を牽引させていくために、今後取り組むべき産業振興について、

SDGs やカーボンニュートラルなどの視点も取り入れた、基本方針と具体的な取組みを示す

ことが求められています。 

よって、現在は第１次直方市産業振興ビジョン及びアクションプランの期間中ではあり

ますが、社会経済状況が大きく変動する中、計画自体の抜本的な見直しが必要と判断し、

今回、第２次直方市産業振興ビジョン及びアクションプランを策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、「第６次直方市総合計画」（令和３（2021）年度～令和 12（2030）年度）にお

ける産業振興関連施策を一層具体的に示すものであり、「第２期直方市まち・ひと・しご

と創生総合戦略」（令和３（2021）年度～令和７（2025）年度）の実効性を高め、産業振

興による地方創生を目的に策定するものです。 
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また、「直方市都市計画マスタープラン」「直方市立地適正化計画」「直方市観光基本計

画」など、本市の各分野別計画に記載されている産業振興関連施策とも十分に整合を図り

ながら、国や福岡県の関連計画等を踏まえた計画とします。 

さらに、直方市中小企業振興条例（平成 24年 10 月施行）の基本理念を踏まえ、本市経

済の発展ならびにそれを支える市内事業者のさらなる成長発展を図るため、具体的かつ効

果的な施策を実施します。 

 

図表１－１ 第２次直方市産業振興ビジョン・アクションプランの位置づけ 

 

 

 

３ 計画期間 

 本計画は、本市の５年後の将来を見据え、令和５（2023）年度から令和９（2027）年度

までの５年間を計画期間とします。 

 なお、策定後、社会経済情勢等の変化に対応するため、必要に応じ見直しを行うことと

します。 
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４ 第１次直方市産業振興ビジョン・アクションプランの実施状況 

（１）のおがた“働く”ウィークの開催（平成 29年度～令和元年度） 

市内の産業発展を担う人材の育成を目的として、市内の産学官金労が一丸となり、市内

産業の魅力を市民及び市外へ発信するために、市内事業所の見学や展示、体験会を実施

しました。 

 H29 H30 R1 計 

参加事業所数 10 事業者 32 事業者 34 事業者 76 事業者 

参加者数 662 名 527 名 679 名 1,868 名 

※令和２年度、３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により未実施 

 

（２）広報機能強化による地域産業のブランディング（新たな産業振興への布石） 

① 学生レポーターによる市報での地場産業紹介（平成 28 年度～令和元年度） 

北九州市立大学の学生が企業にインタビューを行い、学生の目線から記事を作成・市報

掲載し、広く情報発信を行うことによる地域産業のブランディングに取り組みました。 

 H28 H29 H30 R1 計 

掲載事業所数 3 事業者 8 事業者 9 事業者 9 事業者 29 事業者 

※令和２年度、３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により未実施 

 

② ポータルサイトの構築、運営（令和元年～） 

雇用、販路拡大を通じた市内産業の発展に向け、情報を拠点化するために市内事業所デー

タベースを構築しました。 

 

（３）直鞍産業振興センター（ADOX 福岡）産業振興部門の機能強化 

① 直方市工業振興係と直鞍産業振興センター（ADOX 福岡）産業振興部門との連携強化

（平成 28年度～令和元年度） 

産業振興の各施策を効果的に行うため、本市工業振興係の執務室を直鞍産業振興センタ

ーに移し、一体となって事業を進めました。（令和２年度から市役所へ再移管） 

 

② 直鞍ビジネス支援センターの設置（平成 28 年度～） 

直鞍地区の事業者向けに、創業支援、異業種とのマッチング、企業のブランディングな

どを支援するビジネス相談窓口を設置しました。平成 29 年度から令和３年度の５年間

で、相談件数は計 2,676 件、利用事業者総数は計 405 者に上りました。相談件数の業種

別の内訳を見ると、卸売業・小売業や生活関連サービス業・娯楽業など第３次産業が全

体の３分の１以上を占めました。地域別に見ると本市が７割を占めましたが、宮若市や

鞍手町など市外からの相談もおよそ 800 件に上りました。 
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■５年間実績（平成 29年度～令和３年度） 

相談件数総数 2,676 件（新規 405 件・リピート 2,271 件） 

利用事業者総数 405 者 

１日あたり平均相談件数 2.7 件 

業種別 卸売業・小売業 619 件（23.1％） 

生活関連サービス業・娯楽業 338 件（12.6％） 

その他産業 316 件（11.8％） 

製造業 306 件（11.4％） 

宿泊業・飲食業 227 件（8.5％） 

地域別 直方市 1878 件（70.2％） 

宮若市 216 件（8.1％） 

鞍手町 142 件（5.3％） 

小竹町 13件（0.5％） 

その他 426 件（15.9％） 

創業件数総数 32 件 

リピート率 84％（リピート件数／総相談件数） 

売上増加事業所数 25 件 

*ただし、令和元年度までの３年間で行ったアンケート

の回答 195 件（399 箇所配布）の内。 

 

③産学官連携事業（合同企業説明会の開催）（令和元年度、令和３年度） 

求職者の就職支援やポストコロナを見据えた市内事業者の採用活動を支援するために、

対面あるいはオンラインでの合同説明会を開催し、人材確保の機会の増加と若年層及び

新規定住者の促進を図りました。 

   R1 R3 計 

参加企業数 22 事業者 20 事業者 44 事業者 

参加者数 82 名 49 名 131 名 

対象 高校生（一部大学生・一般） 大学生（一部一般） 

実施方法 対面 オンライン 
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第２章 本市の産業を取り巻く状況 

１ 本市の概況 

（１）市の沿革・位置・地勢 

本市は、九州最北部を占める福岡県の北部にあって、遠賀川に沿って開ける筑豊平野の

ほぼ中央に位置します。市の東側は、福智山山系で、北九州市小倉南区と接し、西は、宮

若市、鞍手郡鞍手町と接しています。また、南は田川郡福智町、飯塚市、鞍手郡小竹町

と、北は北九州市八幡西区、鞍手郡鞍手町と境を接しています。 

道路は九州自動車道や国道 200 号線が、鉄道は JR 筑豊本線、平成筑豊鉄道、筑豊電気

鉄道が動脈として通っているほか、新幹線も通過しています。福岡県内の政令指定都市で

ある福岡市と北九州市を結ぶ道路や鉄道が通っており、両政令指定都市の中間に位置する

本市はヒトやモノの交流の結節点となる、ポテンシャルの高い地域です。 

本市の東部には福智山を主峰にその支脈が南北に走っています。西部には六ヶ岳の丘陵

が北西に広がり、中央は、比較的平らな地域になっています。 

この地域の中央を彦山川、犬鳴川を集めた遠賀川が北流し、遠賀郡芦屋町で玄海灘に注

いでいます。 

市街地は、この遠賀川と JR 筑豊本線に挟まれた地帯にあり、東部、西部地域は住宅地

帯、南部地域は工業地帯、北部地域は農村地帯を中心に形成されています。 

 

図表２－１ 本市の地形・交通網、工業団地の状況 

 

出所）直方市地域公共交通網形成計画（平成 30（2018）年９月策定）をもとに九州経済調

査協会作成 
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（２）人口の状況（推移・将来推計） 

 本市の総人口は 1980 年の 64,575 人から 1985 年には 66,464 人に増えたものの、それ以

降は減少傾向が続き、2020 年は 57,941 人となっています。また、2025 年以降の将来推計

人口でも引き続き減少が続く見込みです。 

 15 歳未満の年少人口、15 歳～65歳未満の生産年齢人口、65 歳以上の老年人口の３区分

で見ると、少子高齢化の影響が大きいことがわかります。老年人口は 1980 年の 6,559 人

から 2020 年には 18,946 人と 2.8 倍増となっています。一方、年少人口は 1980 年の

14,049 人から 2020 年には 7,469 人とほぼ半減しているほか、生産年齢人口は、1985 年の

43,142 人から、2020 年には 29,506 人とおよそ３割減となっています。 

 2045 年までの推計人口を見ると、年少人口、生産年齢人口も減少傾向に歯止めが掛から

ないことに加え、これまで増加傾向にあった老年人口も 2020 年をピークに減少すること

が予想され、2045 年の推計値は 13％減の 16,503 人となることが想定されます。 

 

図表２－２ 本市の３区分別人口推移（2025 年以降は九経調推計） 

 

出所）九州経済調査協会 DATASALAD 
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（３）本市の経済及び産業の現況 

① 市内総生産の推移 

市内総生産の合計額は概ね年 0.5%ほどの増加傾向です。内訳を見ると、市内総生産のう

ち鉱工業の占める割合が最も大きく、年々その比率は上昇傾向にあります。また、その他

産業、サービス業は増加傾向にあります。一方、卸売・小売業は横ばいで推移していま

す。 

 

図表２－３ 市内総生産の推移 

 

出所）市町村民経済計算より九州経済調査協会作成 

注１）業種分類は、｢サービス業｣、｢他第三次産業｣を除き、市町村民経済計算に準ずる。 

注２）「鉱工業」は、「鉱業」鉱業一般や建築材料用岩石採石業、砕石業と、「製造業」が

含まれる。 

注３）｢サービス業｣には｢宿泊・飲食サービス業｣、「専門・科学技術、業務支援サービス 

業」、｢教育｣、｢保健衛生・社会事業｣、｢その他のサービス｣が含まれ、｢他第三次産業｣に

は｢運輸・郵便業｣、｢情報通信業｣、｢金融･保険業｣、｢不動産業｣が含まれる。 

注４）第三次産業は、卸売・小売業、サービス業、他第三次産業、公務が含まれる。 
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② 市内従業者数・事業所数推移（全体） 

市内従業者数は 2015 年まで減少していましたが、2020 年は 2015 年比 10.4%増加しまし

た。製造業は 2005 年までは減少し続けていたものの、2010 年以降は 20％前後で横ばい傾

向となっています。シェアを伸ばしているのは、サービス業であり、1990 年の 22.8％か

ら 2020 年には 39.8％と、17ポイント増となっています。 

 

図表２－４ 市内従業者数および雇用者数 

 

出所）国勢調査（令和２（2020）年）より九州経済調査協会作成 

注１）2020 年は不詳を補完した数値のため、2015 年以前と接続しない。 

注２）業種分類は次の通りである。 

｢第一次産業｣には｢農業，林業｣が含まれる。 

｢第二次産業｣には「製造業」「建設業」「鉱業、採石業、砂利採取業」が含まれる。 

｢第三次産業」には、「卸売・小売業」「サービス業」「他第三次産業」「公務」が含まれ

る。｢サービス業｣には｢学術研究，専門・技術サービス業｣、｢宿泊業，飲食サービス業｣、

｢生活関連サービス業，娯楽業｣、｢教育，学習支援業｣、｢医療，福祉｣、｢複合サービス事

業｣、｢サービス業（他に分類されないもの）｣が含まれる。｢他第三次産業｣には｢電気・ガ

ス・熱供給・水道業｣、｢情報通信業｣、「運輸業，郵便業」、｢金融業，保険業｣、｢不動産

業，物品賃貸業｣が含まれる。 

 

  



10 

 

業種別の従業者数と事業所数を見ると、従業者数は、製造業（6,506 人）、卸売・小売業

（5,832 人）、医療・福祉（4,555 人）、宿泊業、飲食サービス業（2,176 人）の順となって

います。この４業種の従業者数は、市内全体の約 73％を占めています。 

事業所数は、卸売・小売業（799）が最も多く、以下、宿泊業、飲食サービス業

（315）、製造業（292）、医療・福祉（272）の順となっています。従業者数と同様に、こ

の４業種が全事業所数の約 64％を占めており、市内の主要産業となっています。 

 

図表２－５ 産業大分類別に見た従業者数（事業所単位）と事業所数 

 

出所）総務省・経済産業省「平成 28 年度経済センサス活動調査」 
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③ 市内産業別事業規模 

産業別の従業員数を見ると、全体的に 10 人未満の小規模な事業所が多いのが特徴で

す。特に卸売業、小売業では 10 人未満の事業所が 8割を超えています。製造業は、6割以

上の事業所で従業者数が 10 人を下回っていますが、従業者数 30人以上の事業所の比率は

他産業に比べて高いのが特徴です。従業者数が多い業種としては、医療・福祉も挙げら

れ、10 人以上の事業所の占める割合が高くなっています。製造業および医療・福祉はその

他の産業と比較すると、雇用吸収率が高い産業であることがわかります。 

 

図表２－６ 産業別事業規模 

 

出所）経済センサス（平成 28（2016）年）より九州経済調査協会作成 
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④ 市内産業別付加価値額 

産業別の付加価値額を見ると、製造業が 254 億 9,400 万円と最も多くなっています。次

いで卸売業・小売業が 201 億 8,400 万円、医療・福祉が 117 億 7,400 万円であり、この３

業種で、市内全体の付加価値額の約 77％を占めており、事業所数、従業者数から見た場合

と同様、付加価値額から見ても、市内の主要産業となっています。 

  

 

図表２－７ 本市の産業別付加価値額 

 

出所）総務省・経済産業省「平成 28 年度経済センサス活動調査」 

注１）特化係数は対全国である。 
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（４）周辺地域との比較 

① 地域経済循環 

産業の生産活動によって創出された付加価値は、雇用者所得や企業所得、財産所得など

の各所得に分配され、その所得によって、市内外に支出される需要となります。そして、

その需要を賄うために生産活動が行われます。「地域経済循環率」とは、生産（付加価値

額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立度を示しています。なお、循環率

が低いほど他地域から流入する所得に対する依存度が高いことを意味します。 

本市の地域循環率は 92.8％と 100％を下回るものの、周辺地域と比較しても、経済の自

立度が高い地域となっています。 

 

図表２－８ 周辺市との地域経済循環率比較（平成 30（2018）年） 

 

出所）内閣府「地域経済システム（ＲＥＳＡＳ）」より九州経済調査協会作成 

 

図表２－９ 本市の地域経済循環図（平成 30（2018）年） 

 

出所）内閣府「地域経済システム（ＲＥＳＡＳ）」 
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② 特化係数 

本市と福岡県全体の特化係数（付加価値額）を比較すると、製造業、生活関連サービス

業・娯楽業、医療福祉、複合サービス業が福岡県全体を上回っています。 

近隣の飯塚市、田川市と比較すると、本市は、製造業が両市を大きく上回っています。

飯塚市は教育・学習支援業、田川市は医療・福祉が他市を大きく上回っています。 

 

図表２－10 福岡県及び周辺市町村との特化係数比較（付加価値額） 

 

出所）経済センサス（平成 28（2016）年）より九州経済調査協会作成 
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（５）主要産業別の状況 

① 製造業 

本市の製造品出荷額は、2013 年の 1,267 億円から増加傾向にあり、2019 年は 1,670 億

円となっています。福岡県に占める割合は 1.7％前後で推移しています。 

 

図表２－11 本市の製造品出荷額と福岡県に占める割合の推移 

 

出所）経済産業省「工業統計調査」（令和２（2020）年） 

 

2015 年までは金属製品製造業の製造品出荷額の割合が最大であり、毎年 15％以上で推

移していましたが、2016 年以降は輸送用機械器具製造業が急成長し、近年は製造品出荷額

全体の２割以上を占めています。 

製造品出荷額は総じて成長している傾向にあるため、電子部品・デバイス・電子回路製

造業や電気機械器具製造業のように出荷額の割合が縮小傾向にある産業においても、出荷

額そのものは多くの産業で堅調に推移しています。 

 

図表２－12 部門別製造品出荷額の推移 

 

出所）経済産業省「工業統計調査」（令和２（2020）年） 
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② 卸売・小売業 

事業所数は、卸売業については 1999 年の 164 事業所をピークに減少傾向にあり、2016 

年には 92 事業所まで減少しました。小売業については、1999 年の 926 事業所をピークに

減少し、2002～2007 年は 800 台前半で推移しています。その後、調査設計の大幅な見直

しにより数値は連続していませんが、2014 年は 492 事業所まで急激に減少しています。 

年間商品販売額は、卸売業については 1999 年以降減少傾向にあり 2004 年は 534 億円

まで減少し、その後 2007 年に 690 億円まで持ち直したものの、2014 年には 376 億円ま

で急激に減少しました。小売業については、2004 年には 582 億円まで減少しましたが、

2007 年に 749 億円まで持ち直し、その後、横ばいで推移し、2016 年は 763 億円となって

います。2016 年以降は、公表されている本市の数値はありませんが、2020 年以降、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、外出自粛など行動制限の影響を受けて経済活動

が減少し、倒産する事業所も増えていることが想定されます。 

 

図表２－13 本市の商店数の推移 

 

出所）経済産業省 商業統計調査（平成 28(2016)年） 

 

 

図表２－14 本市の年間商品販売額の推移 

 

出所）経済産業省 商業統計調査（平成 28(2016)年） 
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③ 医療・福祉 

 製造業、卸売・小売業に次いで医療・福祉の従業者数、事業所数が多くなっています。

また、医療施設や病床数、医師数、介護施設種類別施設数などを見ても、福岡県及び全国

平均を上回っている項目が多いことがわかります。 

 

図表２－15 医療施設（人口 10 万人あたり施設数） 

 

出所）日本医師会 「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成 

 

 

図表２－16 病床数、医師数（人口 10万人あたり） 

 

出所）日本医師会 「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成 
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図表２－17 介護施設種類別施設数（75 歳以上 1,000 人あたり） 

 

出所）日本医師会 「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成 
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図表２－18 本市の医療介護需要予測指数（2020 年＝100） 

 

出所）日本医師会「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成 
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２ 社会経済状況の変化 

（１）新型コロナウイルス感染症の影響の長期化と円安などによる原材料費高騰 

 令和２年（2020 年）1月以降、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、人々

の生活様式を一変させ、経済のあり方にも大きな変革をもたらしました。 

また、わが国においては、令和４（2022）年以降、ウクライナ侵攻とそれに付随する急

激な円相場の変化によって、海外から輸入する原材料費高騰が続いており、幅広い業界に

おいて、販売価格の上昇に直面することとなりました。コスト上昇分を価格転嫁できな

い、あるいは海外の調達先に支払えないことから企業の倒産等も増加しています。 

今後、経済や産業の動向がどのように推移していくのかは、依然として先行き不透明な

状況にあります。行政だけでなく、企業や個人といった枠組みを超え、あらゆる主体が著

しく変化していく社会に柔軟に対応していく力が求められています。 

 

（２）生産年齢人口の減少 

 全国的に進む人口減少と少子高齢化により、市内企業においても、少子高齢化による労

働力の不足は深刻な状況にあります。 

本市の年齢構成別人口割合を見ると、年少人口の占める割合は大きな変化はないもの

の、生産年齢人口はこの 20 年間で 11.4 ポイント減の 52.9％、老年人口は同 12.3 ポイン

ト増の 34.0％となっています。総人口は減少傾向にあることから、生産年齢人口の減少

は、地域にとって大きな打撃となります。 

 引き続き、労働生産性向上や、多様な人材活用などの取組みを進めていくことが必要で

す。 

 

図表２－19 本市の年齢構成別人口割合の推移 

出所）統計直方（令和３（2021）年版） 
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（３）SDGs 未来都市に選定 

 平成 27（2015）年、国連で「SDGs（持続可能な開発目標）」が採択されました。 

本市においても、「第６次直方市総合計画」にその SDGs の概念を取り入れ、時代の流れ

を捉え、社会変化に積極的に対応し、地域経済の発展や地域課題等の解決に取り組むた

め、横展開による連携を行い、共創することで、持続可能性を高め、未来に繋がるまちづ

くりの取り組みを行っています。 

また、令和４（2022）年には、福岡県下で５都市目にあたる SDGs 未来都市に選定され

ました。選定を受け、SDGs の達成に向けて、総合的かつ効果的な取組みを推進するため、

同年 8月に「直方市 SDGs 未来都市計画」を策定しています。 

 これらの計画に基づき行政や市民、事業者など多くの関係者が連携して、具体的な取り

組みが動き出すことによって、その効果や課題が見えてくる時期にあたります。本産業振

興ビジョン・アクションプランも、これらの方針と足並みを揃え、実施していきます。 

 

図表２－20 「直方市 SDGs 未来都市計画」概要 
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（４）ゼロカーボンシティ宣言 

 平成 27（2015）年にパリで開催された国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議

（COP21）で採択されたパリ協定において、全ての締約国が温室効果ガス削減目標を作る

ことが義務づけられ、各国で 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた施策が動き出

しています。 

 欧米を中心に、CO2 排出が新たな価値創造に繋がると捉えた取組みも増えていますが、

我が国では環境対応＝コストと捉える傾向が強く、また、コロナ禍での売上減少や人手不

足といった課題がある中で、取組みを進めていくことは難しい状況にあります。 

 本市は、令和４（2022）年２月に「直方市ゼロカーボンシティ宣言」を行い、市民や事

業者と協力して二酸化炭素実質排出ゼロを目指して取り組むことを掲げています。また、

市内の高校生が環境に関する日ごろの研究結果を発表する「直方市環境サミット」を令和

４（2022）年から年１回開催しています。製造業の割合の高い本市において、二酸化炭素

削減の取り組みは事業者の理解と実行なしにはカーボンニュートラルの実現は難しいこと

から、事業者との連携は不可欠です。 

 一方、福岡県の基幹産業の一つでもある自動車産業においては、電動化のほか製造や物

流における脱炭素化の実現に向けても動き出しており、新たな価値創造に向けた取り組み

も求められています。 

 

図表２－21 直方市ゼロカーボンシティ宣言・「2023 直方市環境サミット」開催の様子 
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（５）第４次産業革命 

内閣府「日本経済 2016－2017」（平成 29（2017）年 1月）によると、第 4次産業革命と

は、18 世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第 1次産業革命、20世紀

初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産である第 2次産業革命、1970 年代初頭からの電

子工学や情報技術を用いた一層のオートメーション化である第 3次産業革命に続く、CPS1

（サイバーフィジカルシステム）を活用した産業革命です。CPS は、別名システムのシス

テムと言われ、経済、医療、交通、環境などのあらゆる分野において、収集した様々な対

象のデータをサイバー空間で蓄積・分析し、現実世界にフィードバックすることで、ある

対象を制御するだけにとどまらず、社会の全体最適につながる一つのシステムとして活用

することができ、ビジネスモデルや社会の仕組みを変革し得る可能性があるものと言われ

ています。IoT・ビックデータ・AIのいずれかを導入したり、活用したりしようと取り組

むことが、第４次産業革命につながると捉えられがちですが、この３つは第４次産業革命

の単なる要素技術でしかありません。IoT・ビックデータ・AI などの要素技術を統合的に

活用し、事業を変革することこそが第４次産業革命の本質です。 

 

図２－22 第 4次産業革命のインパクト

 

出所）内閣府「日本経済 2016－2017」（平成 29（2017）年 1月） 

                                                      
1 サイバーフィジカルシステム…現実世界（フィジカル空間）でのセンサーネットワーク

が生み出す膨大な観測データなどの情報を、サイバー空間の強力なコンピューティング能

力と結びつけて数値化・定量分析することで、社会システムの効率化、新産業の創出、知

的生産性の向上などを目指すサービス・システム（「小説 第４次産業革命 日本の製造業

を救え！」） 
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昨今、我が国の産業分野においては、第４次産業革命下におけるデジタルトランスフォ

ーメーション（DX）が高い関心を集めてきましたが、DX はツールではなく、デジタル技術

を利用した事業の変革です。今後、企業や事業の飛躍的な成長のためには、既存のバリュ

ーチェーン2を短縮したり、循環サイクルを高速化させたり、あるいはまったく異なる形に

作り替えるような可能性を秘めた DX の活用が必須となります。同時に、コンピュータの

強大な力とも言えるクラウドサービス3を廉価に利用できる時代が到来し、DX をクラウド

環境で利用するという視点も重要です。 

また、各企業が競争優位と考えている自社の技術や運営ノウハウなどは「勘と経験」で

形成されていることが多いため、この「勘と経験」を「形式知化」し、デジタルに置き換

えることで、初めて DX化に着手することができます。技術や運営ノウハウの仕組み化、

デジタル化による「形式知化」は、事業活動において非常にインパクトがあり、企業が事

業等を拡大する際の「スケーラビリティ4」の付加や、事業承継などが可能になります。さ

らに、競争優位となっている事象が形式知として有形化されるため、企業価値としての評

価にもつながります。 

例えば、製造業においては、従来の品質、コスト、納期に加え、さらにスケーラビリテ

ィを付加した製造管理技術を強化し、技術継承と事業継続性の確保、スマートなマザー工

場を実現することで、海外展開や M&A、事業承継時の円滑な技術移転を可能にします。固

有技術を持つ日本の中小企業は、海外企業にとっても魅力的な存在であり、スケーラビリ

ティを身につけることによって、さらなる飛躍を見込めます。また、単なる「ものづく

り」だけに終始せず、製造業をサービス化する「サービタイゼーション5」への進化も期待

できます。 

DX 化を推進するにあたり、企業が競争優位と考えている自社の技術や運営ノウハウの

「形式知化」を進めていくためには、経営者、従業員ともに体系的に学び、活発な議論を

することが必要となります。また、自社のみの取組みで完結するものではなく、先進的技

術を保有する企業や研究機関との連携が不可欠です。海外に目を向けると、デジタル化を

サポートする企業や研究機関が集積したドイツのアーヘン工科大学や、デジタル化が進ん

だ現場の実体験を交えたビジネススクールとなるシンガポールのデジタルものづくり体験

スクールなどがあります。 

この第４次産業革命下における DXは、製造業のみならずあらゆる産業にも影響を及ぼ

                                                      
2 バリューチェーン…企業における様々な事業活動が、最終的な付加価値にどうつながっ

ているのか、一連の流れとして捉える考え方。価値連鎖。（野村総合研究所 HP） 
3 クラウドサービス…仮想化技術等により、データやソフトウェアを、ネットワーク経由

でサービスとして利用者に提供するもの。（総務省 HP） 
4 スケーラビリティ…生産規模や拠点の拡張などの事業の拡大に柔軟に対応できる能力の

こと。 
5 サービタイゼーション…単にモノを販売するのではなく、モノが提供する付加価値をサ

ービスとして販売するという製造業のサービス化のこと。コマツ（鉱山採掘プラットフォ

ーム）やロールスロイス（航空機エンジン）が有名。 
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すことにも留意する必要があります。 

市内企業の DXへの取り組みを後押しするため、DXを体系的に学び、体験できる機能を

集約することも重要です。市内にそうしたエリアができることで、市内の若い世代も幼い

頃からデジタル化の取り組みを体験、学習することができ、将来のキャリアを考える上で

プラスとなり、本市産業を担う人材育成の観点からも重要となります。 

 

図２－23 アーヘン工科大学・Melaten キャンパスにある研究クラスター群 

 

出所）アーヘン工科大学 HP より九経調作成 

注１）建築クラスターは同 West キャンパスに立地 

注２）アーヘン工科大学に 433 社の企業が集積（2023 年 1 月現在） 
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（６）国や県の産業振興策 

① 国の動き 

昨今、少子高齢化の進行や経済のグローバル化、急速に加速しているデジタル技術の進

展など、社会経済を取り巻く環境は目まぐるしい変化を続けています。 

加えて、長期化している新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、ロシアのウクライナ

侵攻に起因する原油高や資材高騰、円相場の急激な変動等、依然として社会経済状況の先

行きは不透明であり、予断を許さない状況が続いています。 

政府は、新型コロナウイルスの影響によるデジタル化の進展、DX の必要性の高まり、

世界的な半導体需給状況のひっ迫を受け、サプライチェーン強靭化を図るため、令和３

（2021）年６月に「半導体・デジタル産業戦略」を策定しました。同年 11 月には、地方

の豊かさをそのままに、デジタル技術の活用により、地域の個性を活かしながら地方を活

性化し、持続可能な経済社会の実現を目指す「デジタル田園都市国家構想」を掲げていま

す。この構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの

創出、持続可能性の向上、Well-being6の実現等を通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業

者が享受できる社会を目指し、中小企業の IT 化やスマート農林水産業、地方でのテレワ

ークの促進に取り組むとしています。こうした取組みにより、小売業、サービス業、医

療・福祉等といった住民の生活に関わる産業にデジタル技術を活用し、システムの構築に

情報通信業、デバイスの開発・製造に製造業等が関わることで、産業全体で相乗効果を得

ることが期待できます。 

近年、個人個人が多様な価値観を持つようになっていることに加え、高齢化の進行によ

り、医療・福祉ニーズも多様化しています。多様化するニーズへ対応するためには、多く

の IT人材を育成し、デバイス・システム設計のオープン化も求められます。 

また、地球規模の課題である気候変動問題の解決に向けて、令和２（2020）年 10 月、政

府は、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュートラ

ル」を目指すことを宣言しており、その実現に向けた取組みを進めています。 

このような動きに対応していくためには、国・地方自治体のみならず、経済を支える事

業者がともに連携し、取組みを推進していくことが求められています。 

 

② 福岡県の動き 

福岡県では、中小企業及び小規模事業者が福岡県の地域経済において重要な役割を果た

しているとして、平成 27（2015）年に制定した福岡県中小企業振興条例に基づき、「福岡

県中小企業振興基本計画」を策定し、中小企業の振興を計画的かつ総合的に推進していま

す。 

令和４（2022）年度から令和７（2025）年度を計画期間とする「第３次福岡県中小企業

                                                      

6 Well-being…個人の権利や自己実現が保証され、身体的、精神的、社会的に良好な状態

にあることを意味する概念。（厚生労働省 HP） 
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振興基本計画」においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大をはじめ、県内中小企

業を取り巻く環境が大きく変化していることを踏まえた上で、「中小企業の創業の促進」

「中小企業者の経営基盤の強化の促進」「中小企業の新たな事業展開の促進」「小規模企業

者の事業の持続的な発展」の４つの柱を掲げ、デジタル技術を活用した生産性向上や、グ

リーン産業などの新たな成長産業への参入、人材育成の視点を重視し、SDGs の考え方を取

り入れながら、各取組を展開しています。 

 また、国の「半導体・デジタル産業戦略」を受け、令和４（2022）年６月に「福岡県半導

体・デジタル産業振興会議」を設立し、半導体・デジタル産業の研究開発、人材の育成や確

保の支援を実施しています。特に次世代パワー半導体等グリーンデバイスの開発に向けデ

バイス、材料、製造装置、それぞれのメーカーの研究開発や取引拡大の支援を進めています。 

 グリーン投資の世界的な拡大を背景に、今後も省エネルギーに資するパワー半導体の需

要が高まることが予想されますが、県内には国内有数のパワー半導体企業が立地している

ことからも、これらの支援を継続・強化していくことが求められます。 
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【参考】課題解決に繋がる技術 

デジタル化・IT 先進技術導入については、業種によって異なる部分もありますが、総務

系や電子決済、会計、営業支援、顧客管理など、業種を問わず企業で活用することが可能

なものが多くなっています。 

 全ての企業が一律にデジタル化・IT先進技術の導入を進めるのではなく、企業の実情に

合わせてデジタル化・技術導入に取り組んだ方が負担軽減・業務効率に繋がっていきま

す。経営者が中心となって、将来の自社のあるべき姿を考慮した上で、導入すべき技術や

そのタイミング、そのために必要な体制構築について導き出すことが重要となります。 

 

図表２－24 課題解決に繋がる技術 

 

出所）各種資料より九州経済調査協会作成 

注１）BIツール…企業内にある様々なデータを基に分析・可視化して、簡単に集計や分析

を行うことで、データに基づいた経営判断や目標設定などを支援するツール 
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【参考】産業の成長領域 

 本市の産業振興を考えるにあたり、自動車産業、半導体産業、超精密加工分野の３つの

領域を取り上げます。 

 

（１）自動車産業 

令和２（2020）年に打ち出されたグリーン成長戦略において、自動車産業でも脱炭素化

に向けた取り組みが「電動化の推進・車の使い方の変革」「燃料のカーボンニュートラル

化」「蓄電池」の３項目を中心に進められることとなりました。特に、電動化については

世界規模で加速しており、国内外向けに自動車を生産している北部九州でも、対応が急が

れる分野です。 

電動化に伴い影響を受ける部品は図表２－23 にも示している通りですが、不要となる部

品として挙げられるエンジン部品、エンジン制御装置、駆動・伝達及び操縦部品であり、

その多くは九州外の部品メーカーが手がけており、九州の地場企業の影響は限定的と見ら

れます。しかし、軽量化などの影響で変更となる部品に挙げられている車体部品などは、

九州における調達率が高い部品であり、地場企業も対応が求められます。一方、新たに搭

載されるバッテリー・インバーター、電装品や電子部品分野については、事業拡大や新規

参入が見込まれます。 

九州において、電動化によるマイナスの影響があると回答した企業は、機械加工・プレ

スや表面処理分野の業態が多く、反対に、金型や設備、ソフトウェア分野などではプラス

の影響を期待する声が多くなっています。また、電動化への具体的な取り組み内容につい

ては、保有技術の高度化による次世代自動車用部品の開発、自動車産業以外への参入・取

引拡大、新技術導入による次世代自動車部品の開発などです。軽量化に向けた素材変更や

加工技術の高度化に加え、電動化によって新たな課題となる振動や熱処理での研究開発に

取り組む企業が多くなっています。 

 

図表２－25 電動化によって影響を受ける自動車部品 

 

出所）新素形材産業ビジョン策定委員会「新素形材ビジョン」（平成 25（2013）年）より

引用 
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（２）半導体産業 

 台湾の大手ファウンドリ TSMC の日本工場（JASM）が、熊本県菊陽町で令和６（2024）

年末の稼働に向けて設備投資を行っています。投資額は約１兆円に上り、関連企業の進出

も相次いでいます。半導体産業は、改めて我が国における戦略産業として注目を集めてい

ます。 

令和３（2021）年の半導体・デジタル産業戦略では、システムを制御し、データ駆動型

経済を支える基盤デバイスである先端ロジック半導体の量産化と、メモリ、センサー、パ

ワー、マイコンといった既存工場の事業拡大・再編、先端技術開発等の促進、新たな顧客

開拓に向けた技術開発といった大胆な刷新が掲げられています。 

グリーン投資の世界的な拡大を背景に省エネルギーに資するパワー半導体の需要がます

ます高まり、その中でも低消費電力、高速処理が可能となる次世代パワー半導体は電気自

動車、人工衛星、5G/Beyond 5G 基地局の性能向上に寄与します。半導体の微細化、省エネ

ルギー、高効率化のためには、封止材やリードフレーム等半導体材料や製造装置が寄与す

る部分も大きくなっています。パワーデバイス、車載用 LSI、先端ロジック半導体等ター

ゲットデバイスの開発に資する材料、製造装置の開発および製造の活性化が九州地域で求

められています。 

半導体の線幅（トランジスタのゲート長）は、微細化の一途を辿り、台湾 TSMC、韓国サ

ムスン、米国インテルの３社がその開発・量産の先陣を切っている一方、日本は 1990 年

代以降先端ロジック半導体の開発・生産に大きく後れを取っている現状です。半導体の微

細化が進めば同じチップ面積に多くのトランジスタを搭載でき、高機能化が進みます。ま

た、ゲート長が短くなれば、チップの処理速度の高速化の実現に繋がります。 

 

図表２－26 半導体・デジタル産業戦略における日本の半導体産業を取り巻く全体像 

 

出所）経済産業省「半導体・デジタル産業戦略」（令和３（2021）年）より引用 
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（３）超精密加工分野 

先に挙げた自動車産業においてはドライバーの認知・判断・操作をサポートする機能を

搭載した ASV（先進安全自動車）の普及が進んでいます。また、DX推進に伴い、製造業だ

けではなく幅広い業界において、IT や AI の技術活用の動きが進んでいます。個人レベル

ではスマートフォンの普及率が世界的に伸びています。これらの動きによって、各種セン

サーやカメラ、半導体といった電子部品の需要は今後も増加すると見られています。 

電子部品の製造には高い精度の生産技術が不可欠であり、超精密加工もその一つです。

精密加工は、部材の材質や加工方法、形状などによって、設備や技術が異なっていること

から、中小中堅企業がそれぞれ得意分野を持っている傾向にあります。精密加工は、我が

国が強みを持つ分野とも言われており、例えば、スマートフォンの構成部品のサプライヤ

ーの多くが我が国の大手部品メーカーですが、精密加工を支えているのは固有技術を持つ

中小企業です。市内やその周辺地域にも高い技術を持つ企業が立地しています。 

精密加工技術は、マーケットの国内外を問わず、そのニーズはますます高まることが予

想されます。固有技術を持つ市内企業のビジネスを後押しするためにも、国や県の支援機

関や大学などと連携して、技術のさらなる高度化を目指した研究開発から商品化、情報発

信、マッチング、そして販売拡大や海外展開までを支援することが必要となります。 

 

図２－27 精密加工・微細加工の技術とその活用分野 

 

出所）微細加工工業会ホームページから引用  
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３ 本市産業構造の特徴 

（１）売上高の業種別構成比 

産業大分類別に見た売上高の構成比をみると、製造業（36.9％）と卸売・小売業

（35.6％）が大きく、以下、建設業（8.6％）、医療・福祉（6.9％）が続いています。福

岡県平均と比較すると、製造業が特に高く、全国平均で比較すると製造業、卸売・小売業

が高くなっています。 

 

図表２－28 産業大分類別に見た売上高（企業単位）の構成比（2016 年） 

 

出所）総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調

査」再編加工 

注１）企業数については、会社数と個人事業所を合算した数値。従業者数は事業所単位の

数値。 

 

  

8.6%

8.3%

6.7%

36.9%

17.6%

24.4%

35.6%

36.3%

30.8%

6.9%

9.2%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

直方市

福岡県

全国

農業，林業(0.0%) 漁業(0.0%) 鉱業，採石業，砂利採取業(0.0%)
建設業(8.6%) 製造業(36.9%) 電気・ガス・熱供給・水道業(0.0%)
情報通信業(0.2%) 運輸業，郵便業(0.8%) 卸売業，小売業(35.6%)
金融業，保険業(0.1%) 不動産業，物品賃貸業(2.1%) 学術研究，専門・技術サービス業(0.7%)
宿泊業，飲食サービス業(1.3%) 生活関連サービス業，娯楽業(4.6%) 教育，学習支援業(0.6%)
医療，福祉(6.9%) 複合サービス事業(0.0%) サービス業（他に分類されないもの）(1.8%)
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（２）稼ぐ力 

「地域経済システム（RESAS）」の労働生産性と付加価値の特化係数分析結果から、本市

の稼ぐ力をみると、付加価値額は「医療、福祉」、「卸売、小売業」、「製造業」の順に高く

なっていますが、「医療、福祉」以外は、労働生産性が 1 を下回っており、全国よりも労

働生産性が低くなっていることがわかります。 

 

図表２－29 本市の稼ぐ力（2016 年） 

【労働生産性×付加価値額】               【従業者数×付加価値額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）内閣府「地域経済システム（ＲＥＳＡＳ）」より九州経済調査協会作成 

注１）総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス－活動調査」再加工 

注２）特化係数：域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。 1.0 を

超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産業とされる。労働生産性の場合

は、全国の当該産業の数値を１としたときの、ある地域の当該産業の数値。労働生産性＝

付加価値額（企業単位）÷従業者数（企業単位）、付加価値額＝売上高－費用総額＋給与

総額＋租税公課（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費） 
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（３）本市産業の強みと弱み 

 本市の産業について、本市の「強み」「弱み」、社会経済状況の変化や国・県の動きとい

った外部要因による「機会」「脅威」に分類し、本市の産業振興施策を検討するための

「SWOT 分析」を行いました。 

強みとしては、製造業、医療・福祉が盛んであることや、市内企業の顧客が多様である

こと、製造業などでは独自の技術力を持つ点などが挙げられます。弱みとしては、製品の

利益率が低いことに加え、後継者不足、人手不足、人材教育の不足、オペレーションマネ

ジメント人材の不足など、人材に関する項目が目立ちます。 

 機会としては、カーボンニュートラルに絡むグリーン産業の活性化や半導体需要の高ま

り、自動車の EV 化などが挙げられます。一方、脅威としては、高齢化の進展や個人消費

活動の低迷、国際情勢の変化、材料供給の滞り、物価高・輸送コストの高まりなどが挙げ

られます。 

 

図表２－30 本市産業の SWOT 分析 

 

出所）九州経済調査協会作成 

 

 

（４）本市産業の将来像 

 世界では人口増加が止まらない中、先進国では人口減少に歯止めが掛からない状況と

なっています。そのような中、持続可能な社会の構築に向け、国連で 2015 年に採択され

た「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の目標 SDGs の考え方が、我が国でも展開

されています。「誰一人とり残さない」をテーマに、有限な資源を有効活用し、格差是正

と傷んだ地球環境の改善のためのゴールが示されています。そのような中、持続可能とい

う意味において、気候変動による自然災害の多発化・激甚化を契機に、温暖化ガス対策が

喫緊の課題となるなど、私たちの生活や経済の在り方も大きく変化しつつあります。資源
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循環型社会の実現のためには、モノづくりや消費の現場での生活様式等の変革が急務であ

り、先進国では、物質的な豊かさよりも、よりよく生きること、つまり Well-being の増

大が求められるようになりました。 

このような大きな変革の中、製造業に代表される本市産業の基幹産業が時勢に乗り遅れ

ずにさらに成長して行くには、社会の変化を的確にとらえ、しなやかに対応していく必要

があります。そのためには、それぞれが保有している固有技術のデジタル化を通じて、産

業の成長分野で活かすことができるかという模索や、加工度を上げ単品からモジュール化

した製品作りなど、付加価値を高める努力が必要です。 

また、それぞれが持っている設備の稼働率の最大化を図るネットワーク化や、培った生

産技術の高度化をノウハウとしてソフト化して、競争力の源泉とするなど、技術・技能の

デジタル化が価値を生む源泉となる時代となっていることを踏まえた新たな取り組みも重

要となってきます。 

工作機械の操作が手動からデジタル化され、生産性が上がったように様々なセンサー技

術を組み合わせた自動化が今後も進むと考えられます。 

そして、製品を製造している企業は検査データ、あるいは、試験データを蓄積すること

により、IoT 技術を活用して予防保全をサービスとして付加し、顧客のリスク回避に寄与

するなど、新たな付加価値を生み出す取り組みが可能となります。このことは、技術・技

能の継承者問題の解決にも寄与すると思われます。 

このように、モノづくりを通じて、この世にない新しい価値・製品を生み出し、よりよ

く生きる Well-being の実現を目指し、新しい時代を切り拓く産業として育てるために、

本産業振興ビジョン及びアクションプランを策定しています。 
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４ 本市産業振興における課題 

（１）市内事業者が抱える経営課題 

 市内事業者を対象に行ったアンケート調査によると、自社の経営課題については、売上

高不足という回答が 47.3％と最も高くなっています。以下、利益率が低い（34.2％）、社

員・従業員数不足（30.9％）、高齢化の進行・後継者不足（28.1％）など、人材に関する

課題も上位に挙げられています。 

 

図表２－31 自社の経営課題（複数回答） 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 

 

 

 こうした本市の産業の現況を踏まえ、本市の産業振興における課題について、次のとお

り分析・整理します。 
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36.6 
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12.4 
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2.1 
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売上高が不足している

利益率が低い
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設備の老朽化・不足

特定の客・取引先への依存率が高い

IT化・自動化が進んでいない

販路開拓を行う営業力の不足

市場縮小による販売量の低下

従業員の継続的な雇用が困難

設備投資のための資金調達が難しい

社員・従業員の定着率が低い

そもそも事業の継続が困難である

労働生産性が低い

材料・資材の調達が難しい

製品サービスの企画力や開発力の不足

技術力不足

脱炭素の取組み

操業時間の縮小

その他

（％）

※複数回答

（N＝421）



37 

 

（２）課題克服に向けた方向性 

① 付加価値額の向上・競争力の強化 

アンケート調査結果において、経営課題として上位に挙げられた売上高、利益率を好転

させるためには、付加価値額の向上、競争力の強化に取り組むことが重要です。 

本市の産業別の稼ぐ力（図表２－26）をみると、医療・福祉、卸売・小売業、製造業以

外は、労働生産性、付加価値額双方において特化係数１を下回っており、稼ぐ力が弱いと

捉えられます。 

この３つの産業の中でも、将来の需要予測を勘案すると、特に製造業における稼ぐ力の

強化が必要となってきます。 

 

② 人材育成・人材確保 

次に課題として挙げられるのは、人材です。アンケート調査において、人材が不足して

おり解消の目途はないと回答した事業者は全体の３分の１を超えています。 

人材不足の状況について、業種別のクロス集計結果をみると、製造業の 50.7％、医療・

福祉の 40.0％が「不足しており解消の目処はない」と回答しており、卸売業・小売業

（24.2％）、その他サービス業（29.7％）を大きく上回っています。卸売業・小売業、そ

の他は「おおむね適当で不足していない」がそれぞれ 61.5％、55.1％と過半数を占めてい

ます。 

 

図表２－32 人材不足の現状 

  

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 
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図表２-33 業種別×人材不足の状況のクロス集計 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 

 

 

③ 経営基盤の強化 

事業者が抱える経営課題の解決は、安定した経営基盤なくしては実現できません。市内

事業者へのアンケート結果において、今後の事業展開の実現に向けた必要な取組みとし

て、技術者の技術・能力向上や生産設備等の更新・導入、情報化などに加えて、経営陣の

マネジメント力の向上や社内での会社方針の共有といった項目が上位に挙げられていま

す。国内外の環境変化やデジタル化の流れも踏まえて、企業が自社のビジネスを再考し、

新たな成長戦略を描くことによって、市内企業の経営基盤の強化に繋がっていくと考えら

れます。また、自分の代で廃業するという回答が２割を占めており、事業承継などを検討

する機会提供など、次の世代に繋げる努力も不可欠です。 
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図表２－34 今後の事業展開を実現するために必要と考える取り組みについて（複数回

答、無回答除く） 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 

注１）統合基幹業務システム（ERP：Enterprise Resource Planning）…総務、会計、人

事、生産等の経営に必要な情報を統合的に管理し、有効に活用するためのシステム 

 

図表２－35 後継者の状況について（無回答除く） 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 
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IoTやビッグデータ、AIの活用

脱炭素経営（省エネ化、再生エネ化等）

M＆A（合併や買収）
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（％）

※複数回答

（N＝321）
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④ 地域資源の活用・産業間の連携 

産業振興においては、地域資源の活用に向けて、産業を問わず企業間の連携を進めるこ

とも重要になります。本市の産業構造に目を向けると、製造業、卸売・小売業、医療・福

祉において事業所数、従業員数ともに数が大きくなっており、地域課題や各々の産業にお

ける課題を解決するために、市内の各産業が連携することによるインパクトは非常に大き

いと予想されます。 

アンケート結果において、デジタル化や IT技術の導入について前向きな企業も多いこ

とから、産業間連携の推進の必要性を示すものです。本市における集積が進んでいない情

報サービス業を誘致し、市内企業のデジタル化を後押しする体制を整備することが重要と

なります。 

産業別に見ても、医療・福祉が導入を進めている割合が最も高く、医療・介護の最前線

となる施設が数多くあります。医療・介護の現場でのニーズに対応するシステムを共同開

発する事例は数多くあります。課題を抱えた事業者と、解決にむけた技術力を持つ事業者

を整理した上で、双方を繋ぎ合わせ、開発を支援するという取組みが新たなビジネスを生

み出すきっかけになると考えられます。 

 

図２－36 業種×デジタル化、IT先進技術の導入について 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 
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第３章 産業振興のビジョンと基本方針 

 前章の内容を踏まえ、「第２次直方市産業振興ビジョン」を次のとおりとします。 

 

ビジョン ＝ 革新と挑戦で、新たな価値を生み出す 

  

 市内事業者が、目まぐるしく変化する社会経済等の状況に適応し、今後も成長発展し続

ける力を備えるとともに、あらゆる産業が相互に連携し、雇用の創出や人口の増加、新た

な付加価値の創出など、産業間の相乗効果・波及効果を促し、成長を実現するまちを目指

します。 

 この「革新と挑戦で、新たな価値を生み出す」の実現のために、あらゆる産業が直面し

ている共通的な課題への取組みと、本市の強みである産業分野のさらなる成長を推進する

取組みの双方を行うことにより、産業全体の底上げと成長を図ります。 

それぞれの取組みについては、以下の４つの基本方針に基づき実施します。 

 

 

基本方針１ チャレンジできる環境を整え、新たな価値の創出へと繋げる 

 昨今の不確実な世の中でも、本市が持続・発展していくためには、これまでの産業形態

にこだわらず、新たな産業への挑戦が必要です。事業者が SDGs やカーボンニュートラ

ル、第４次産業革命等、社会情勢の動向を的確に把握し、チャンスを逃さず事業成長の機

会をつかむための機運を醸成します。 

また、事業者が持つ固有技術について研究開発を支援するとともに、価値の源泉である

勘と経験の暗黙知の形式知化を推進し、事業拡大やビジネスモデルの変容といった新たな

チャレンジを後押しすることにより、新しい付加価値の創出を促進します。 

 また、そうした事業者のチャレンジがうまくいかなかった場合でも、再び新たな挑戦が

できるような環境整備を行います。 

 

 

基本方針２ 未来を切り拓く人材を育成し、事業成長を実現する 

 市内には、製造業を中心に、卸売・小売業やサービス業等も含め、地域雇用の受け皿と

なる事業所が数多く立地しています。しかし、進学・就職に伴う若者の転出人口の増加

や、都市部への人材流出が進んでおり、市内産業の人手不足は深刻な状態となっていま

す。 

本計画では、市内事業者の認知度を向上させ、UIJ ターン人材や副業・兼業人材など、

高い技術を持った人材や、外国人をはじめとする多様な人材の確保・育成を目指します。 

また、次世代を担う人材の育成を推進するとともに、採用後の定着率向上のため、多様

化する働き方や職業観の変化を踏まえ、あらゆる世代が働きやすい環境づくりを促進しま

す。 
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基本方針３ 経営基盤を強化し、地域の技術を持続する 

 今後の本市の成長発展のためには、本市で長年事業を継続してきた事業者が、本市で持

続・発展できるよう経営基盤づくりが必要不可欠です。傷んでいる産業への継続的な支援

を行うとともに、デジタル技術の活用の促進や経営者層の学び直し等、経営基盤の強化に

対する支援を行い、刻一刻と変化する社会情勢に危機意識をもって適応できるような事業

者への成長を推進することで、本地域の産業技術を将来へ持続させます。 

さらに、高齢化や後継者不在により、廃業を余儀なくされる事業者について、雇用の維

持と技術の継承のため、事業承継を多角的に促進し、地域の技術を次世代へ引き継いでい

きます。 

 

 

基本方針４ 地域の経営資源を活かし、産業全体の底上げを図る 

 本市には、歴史の変遷とともに築かれた中心市街地や公共交通機能と、商業、サービス

業、農業、医療・福祉など、幅広い産業が集積しています。観光や農業などの幅広い産業

関連分野の振興を推進していくことにより、多くのひとが行き交い、集まってくるような

魅力あるまちづくりを行います。 

 また、地域が抱える課題を解決する技術や方法について、市民や大学、研究機関、市内

事業者といった多様な主体と連携して研究開発を行うことで、新たな産業の発展を図りま

す。 

さらに、将来の新たな産業拠点とするべく、福岡県及び鞍手町と連携して植木地区にお

いて、新たな産業団地の造成事業を進めます。産業用地を確保することにより、市内の産

業用地不足の解消と、データセンター及び半導体関連産業や自動車関連産業に代表される

今後も成長が期待される分野の産業の集積を目指して、企業誘致を進め、市内経済のさら

なる発展に繋げます。 

 そして、雇用や生活の利便性といった観点から、まちの機能を支える産業を伸ばし、産

業全体が成長していくことを目指します。 
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第４章 施策の方向性と具体的取組み 

 本市が目指す姿を実現するための４つの基本方針に基づき、次の施策を実施します。 

  

基本方針 施策の方向性 

基本方針１  

チャレンジできる環境を整え、 

新たな価値の創出へと繋げる 

１ 経営層のマネジメント力の強化 

２ 熟練技術の形式知化 

３ 稼ぐ力の強化 

４ 中核となる中小企業の育成 

基本方針２  

未来を切り拓く人材を育成し、 

事業成長を実現する 

 

１ 多様な人材確保の促進 

２ 次世代の産業人材の育成 

３ 技術者・技能者の育成 

４ 働きやすい職場環境の整備 

基本方針３  

経営基盤を強化し、 

地域の技術を持続する 

１ 事業継続の支援 

２ 経営基盤の強靭化支援 

３ 事業承継の促進 

基本方針４  

地域の経営資源を活かし、 

産業全体の底上げを図る 

１ 新たな交流・関係人口の増加 

２ 産学連携による研究開発の推進 

３ 産業基盤の確保と活性化 

４ Ｒ＆Ｄ機能を有した成長産業誘致 

５ 産業相互の連携促進 
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基本方針１ チャレンジできる環境を整え、新たな価値の創出へと繋げる 

 

施策の方向性 具体的取組み 

１ 経営層のマネジメント力の強化 （１）経営層を対象とした成長戦略策定支援 

（２）次世代の経営層の育成支援 

２ 熟練技術の形式知化 （１）業務のデジタル化推進支援 

（２）SIer、フィールドエンジニアの活用支援 

３ 稼ぐ力の強化 （１）固有技術の研鑽に対する支援 

（２）付加価値額向上に向けた新しいビジネスモ

デルの構築支援 

４ 中核となる中小企業の育成 （１）中小企業を対象とした伴走型支援 

（２）産学官金連携による企業支援 

 

 

１ 経営層のマネジメント力の強化 

（１）経営層を対象とした成長戦略策定支援 ＜新規＞  

自社の成長戦略プランを策定するプロセスを通して、中小企業の先進的な取り組みを学

び、経営者のマインドに気付きを与え、事業成長へ向けた行動変容の機会を創出するこ

とで、経営層のマネジメント力の強化へと繋げます。 

 

（２）次世代の経営層の育成支援 ＜新規＞ 

経営者のマインドが変化しても、企業内の風土を変化させるためには次世代の経営者や

企業幹部職員のマネジメント能力が欠かせません。特に後継者が既に決まっている企業

については、社長に就任するまでの期間で新事業の検討や開拓に挑戦することは重要で

す。次世代の経営層に対してマネジメント向上、BCP 対策などの意識醸成に係るセミナー

開催等に、関係団体と連携して取り組みます。 

 

 

２ 熟練技術の形式知化 

（１）業務のデジタル化推進支援 ＜新規＞  

慢性的な人手不足に伴い、熟練の技と言われる職人の勘と経験に頼る技術の継承が困難

な状況となっています。そのため、各企業が保有する熟練者が培ってきた優れた勘と経

験の技術を、廉価となったオープン系のデジタル技術を活用して形式知化を図る支援を

行います。 

暗黙知であった勘と経験の技術を AI や IoT 等のセンシング技術を活用して形式知化す

ることにより、失われつつある技術を継承すると共に、企業の財産である技術を、新た

なビジネスモデルへの展開に向けて活用する足掛かりを促進します。 
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（２）SIer、フィールドエンジニアの活用支援 ＜新規＞  

企業がデジタル化を進めるに当たり、どのソフトウェアを活用し、どのようなオペレー

ションを行うかということは、システム導入の成功に関わる重要な事項であり、導入す

る経営者にとっては、頭を悩ませる課題の一つです。 

また、デジタル技術を導入した後も、システムを適正に運用していくためには、定期的

な改善・保守、メンテナンスに加え、突発的なシステム障害等のトラブルに対応する必

要があります。 

デジタル技術を導入するための SIer やフィールドエンジニアなど外部人材の活用に対

して支援を行います。 

 

 

３ 稼ぐ力の強化 

（１）固有技術の研鑽に対する支援 ＜新規＞  

中小企業が事業成長を進めて行くためには、価値の源泉となる固有技術が必要であり、

それは、その分野に特化した専門的な技術で、他の企業が持ち得ない差別化された技術で

す。技術の高度化及び高付加価値化、新素材や従来と異なる素材の活用による製品の高付

加価値化といった、企業が他のどこにも負けない固有技術を研鑽するために、工業系の大

学や研究機関、産業支援機関とのネットワークを構築し、プラットフォーム化することに

より、新たなチャレンジの後押しを行います。また、技術の応用などによる新事業展開、

新分野参入を支援します。 

 

（２）付加価値額向上に向けた新しいビジネスモデルの構築支援 ＜新規＞  

企業が付加価値を上げて行くためには、保有している技術を強みとして、新たな視点か

らビジネスモデルを構築することも一つの手法です。例えば、企業の固有技術である暗

黙知を形式知化することにより、海外への技術移転が可能となり、スケールアウトによ

る拡張、能力増強の可能性も広がります。また、国内や海外の工場の稼働状況が情報連

携によりリアルタイムで把握でき、お互いに生産協力体制を構築できれば、もし自社の

工場の生産体制が一杯であっても、受注機会を失うことなく、無駄なく効率的に生産す

ることができます。 

国内・海外の先進企業の視察や、外部有識者からの専門的助言を通して、これまでとは

異なるビジネスモデルの展開の可能性を探り、企業の稼ぐ力の強化を図ります。 
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４ 中核となる中小企業の育成 

（１）中小企業を対象とした伴走型支援 

各事業者が抱える経営課題は各々の状況によって異なり、様々な要因が絡み合っていま

す。解決するためには、経営者本人が本質的な経営課題に気付き、当事者意識を持っ

て、能動的に行動することが必要となります。 

課題に直面している経営者に対し、国や産業支援機関と連携し、中小企業診断士等の有

資格者や、ITや財務等の分野に強いコンサルタントなどの専門家を活用し、傾聴と対話

を繰り返すことにより、本質的な課題を洗い出し、経営者本人により、課題を解決する

仕組みづくりの支援を行います。 

 

（２）産学官金連携による企業支援 

直方市、直鞍産業振興センター（ADOX 福岡）、県、国、金融機関、産業支援機関などの

関係機関との連携強化を図り、相談体制の充実を通じて、事業段階に応じた研究開発、

技術開発、販路拡大、新分野への挑戦を支援します。また、上記の体制を活用した事業

者間の連携による新事業展開を支援します。 

 

 

基本方針２ 未来を切り拓く人材を育成し、事業成長を実現する 

 

施策の方向性 具体的取組み 

１ 多様な人材確保の促進 （１）高校生を対象とした合同企業説明会の実施 

（２）副業、兼業、UIJ ターン人材の確保及び活用 

（３）働く外国人の活躍支援 

２ 次世代の産業人材の育成 （１）市内小中高生に対する情報発信 

（２）若年層を対象とした人材育成の実施 

（３）アントレプレナーシップの育成 

３ 技術者・技能者の育成 （１）オペレーションマネジメントの人材育成支援 

（２）リカレント教育の支援 

（３）技能者の技能向上支援 

４ 働きやすい職場環境の整備 （１）健康経営®の支援 

（２）誰もが活躍できる環境の整備 

 

 

１ 多様な人材確保の促進 

（１）高校生を対象とした合同企業説明会の実施  

製造業や医療・福祉、保育士等、市内事業者では慢性的な人手不足に悩まされていま

す。本地域の生活圏には 5つの高校が立地しているため、事業者からのニーズが高い高
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校生に対して、市内の事業者が PRする機会を設け、人手不足の解消に向けて、高校生の

市内就職率の向上を目指します。 

 

（２）副業、兼業、UIJ ターン人材の確保及び活用 

本地域には、デジタル化を推進できる情報通信業を営む IT事業者が不足しています。

高度な ITスキルを保有する人材を確保することは、IT事業者が不足する本市にとって、

大きな力となります。成長企業で活躍する人材の知識やスキルを活用したいという企業

のニーズと、地域への貢献やスキルアップ、柔軟な働き方を希望する人材のニーズを結

びつけ、副業、兼業人材の確保及び活用を推進します。 

こうした取組みにより、地域で働くことへの関心を高め、国が後押しする東京圏から

地方への移住の流れの中で、UIJ ターンのきっかけに繋げると共に、UIJ ターン人材に本

市を選んでもらえるように本市で働く魅力を発信し、UIJ ターン人材を確保します。ま

た、確保した人材が市内企業と連携して活躍できる環境を整えます。 

 

（３）働く外国人の活躍支援 

生産年齢人口の減少により、製造業や介護職場では、人手不足に歯止めが掛かりませ

ん。令和 4年に設立した「直方市技能実習生等外国人支援協議会」の活動を通して、技

能実習生に代表される外国人材が安心して働け、活躍できるように、地域文化・歴史の

理解促進や地域住民との交流促進に関する活動、日本語教育の支援等、事業者の受入れ

環境整備のための支援に取り組みます。 

 

 

２ 次世代の産業人材の育成 

（１）市内小中高生に対する情報発信 ＜新規＞  

産業人材を育成するためには、次世代を担う若者が市内企業を身近に感じてもらうこ

とが重要となります。市内の小中高生に市内企業の魅力を知ってもらう取組みをキャリ

ア教育の一環として実施し、本市の将来へ向けた産業人材の育成を進めます。 

 

（２）若年層を対象とした人材育成の実施 

学校教育以外の場で、プログラミング教育など情報技術に実践的に触れる機会を創出

し、将来の進路や仕事選びの選択肢を増やすきっかけをつくり、人材育成へと繋げま

す。 

 

（３）アントレプレナーシップの育成 

新しい事業を創造し、リスクに挑戦する姿勢は、あらゆる職業で求められるスキルと

なります。このアントレプレナーシップ（起業家精神）の姿勢を学ぶ機会を、若年層

（小学生など）から取り組んでいくことを推進します。 
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３ 技術者・技能者の育成 

（１）オペレーションマネジメントの人材育成支援 ＜新規＞  

デジタル化を進めて行く上で、ハードウェアやソフトウェアを導入しただけでは、有効

には機能しません。自社にとって、どのようなシステムが必要で、どのようなオペレー

ションが必要となるか、オペレーションを設計できる人材が必要となります。自社の DX

化を進める上で欠かせないオペレーションを設計できる人材と共に、不足している工場

の生産管理を担うことができる人材の育成を支援します。 

 

（２）リカレント教育の支援 ＜新規＞  

社会人になってから仕事に関する専門的な知識やスキルを、自ら教育機関等で学びなお

すリカレント教育は、所属する企業にとっても重要な人材育成となります。一方、企業

が新しいスキルを従業員に身に付けてもらうリスキリングも、経営課題を解決するため

の企業の施策と言えます。 

現在、誰も経験したことがない不確実性の時代だからこそ、このようなスキルを身に付

けて、変動する社会に対応して行く必要がありますので、企業の人材育成の一貫とし

て、リカレント教育やリスキリングの取組みを支援します。 

 

（３）技能者の技能向上支援 

中小企業の価値の源泉である固有技術は、現場の技能者の技能レベルに支えられていま

す。自社で培ってきた現場の技能を向上させることは、ものづくりのベースと成り得ま

す。技能者の技能を向上させるためには、難しい技術の習得にチャレンジし、訓練を繰

り返す必要があります。 

国や県による技能者育成の機関、施策と連携し、職場から離れて訓練するＯｆｆ－ＪＴ

により、技能者の技能を向上させる環境づくりに取り組みます。 

 

 

４ 働きやすい職場環境の整備 

（１）健康経営®7の支援 

働きやすい職場環境整備については、健康経営という考え方を取り入れる企業も増えて

います。従業員の心身の健康を支える上でも、企業に対するセミナー開催などを通じ

て、健康維持、増進を戦略的に行う健康経営の概念を幅広く普及させ、企業の健康経営

推進を後押しすることで、労働生産性の向上、ワーク・エンゲイジメント8の向上、企業

イメージの向上、従業員の定着、離職率の改善、医療費の軽減を図ります。 

                                                      

7 健康経営®…ＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。 
8 ワーク・エンゲイジメント…「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事

に誇りとやりがいを感じている」（熱意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）の３つ

が揃った状態のこと。 
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  （２）誰もが活躍できる環境の整備 

ダイバーシティが推進される社会の中で、仕事と家庭を両立できる職場環境づくりや、

多様な働き方を推進する取り組みが重要となります。一方、生産年齢人口が減少する中

で、労働力を確保することは、社会の大きな課題の一つです。企業が働き方改革を進め

る上で、他の企業の優良事例の紹介やセミナー開催などを通じて、年齢、性別に関係な

く、誰もが働きやすい職場環境の構築を後押しし、人生のライフイベントにおいて、育

児や介護等、休職後の復職の際にも働きやすい環境整備の普及を目指します。 

 

 

基本方針３ 経営基盤を強化し、地域の技術を持続する 

 

施策の方向性 具体的取組み 

１ 事業継続の支援 （１）情報発信の強化 

（２）社会情勢に即応する補助金及び給付金事業 

（３）経営基盤の安定化支援 

２ 経営基盤の強靭化支援 （１）直鞍ビジネス支援センター事業の実施 

（２）市内企業のデジタル技術の導入支援 

３ 事業承継の促進 （１）事業承継におけるシーズとニーズの発掘 

（２）事業承継の伴走型支援 

 

 

１ 事業継続の支援 

（１）情報発信の強化 

市内事業所アンケート結果にもある通り、本市に求める支援策として、「国や福岡県の

中小企業支援情報の提供」が挙がっています。 

市内事業者全体に対して、SNS などソーシャルメディアやデジタル技術を活用しなが

ら、より情報が届くように取り組みます。 

 

（２）社会情勢に即応する補助金及び給付金事業 

新型コロナウイルス感染症の影響や、ロシアによるウクライナ侵攻を起因とする物価高

騰など、社会情勢の急激な変化の影響を受け、傷んでいる市内事業者を対象として、補

助金及び給付金を活用し、迅速で効果的な支援を実施します。 

 

（３）経営基盤の安定化支援 

中小企業、小規模事業者の資金繰りの安定化を支援するためのセーフティネット保証や

中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定などを通して、経営基盤の安定

化について引き続き支援します。  
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２ 経営基盤の強靭化支援 

（１）直鞍ビジネス支援センター事業の実施 

令和４（2022）年度に中心市街地の「のおがたベース」へ移転した直鞍ビジネス支援セ

ンターでは、現在はチーフアドバイザー及び二人の専門アドバイザーの３名体制の経営

相談窓口を運営しています。引き続き経営相談を行うとともに、経営安定のための事業

資金の円滑な借入れの支援など、状況にあわせて直方商工会議所と連携しながら適切な

支援を行っていきます。 

 

（２）市内企業のデジタル技術の導入支援 

変化し続ける社会環境への対応や持続的な成長を促進させるため、市内企業がデジタル

技術を導入して企業経営の効率化を行うことに対して、補助制度やセミナーの開催など

を通じて支援します。 

 

 

３ 事業承継の促進 

（１）事業承継におけるシーズとニーズの発掘 ＜新規＞ 

 市内事業者アンケートにおいても、事業承継を希望するものの候補者がいないという回

答が 4.4％、廃業する予定であるという回答が 21.1％あり、市内事業者の事業継承の必

要性があることがわかりました。まずは市内企業の事業承継に対する意向の把握に努め

るとともに、県や国の施策を活用しながら、県外を含めた企業間のマッチングに資する

取り組みを推進します。 

 

（２）事業承継の伴走型支援 ＜新規＞  

事業承継は、様々な形態がありますが、地域の技術を途絶えさせることがないよう、市、

金融機関、産業支援機関との連携強化を図り、相談体制の充実や事業承継に係る具体的な

取り組みをサポートするとともに、承継後の事業展開についても一体的に支援します。ま

た、事業の多角化、拡大を目指す経営者とのマッチングを支援し、M＆Aによる事業拡大を

支援します。 
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基本方針４ 地域の経営資源を活かし、産業全体の底上げを図る 

 

施策の方向性 具体的取組み 

１ 新たな交流・関係人口の増加 （１）観光振興事業 

（２）中心市街地賑わいづくりの推進 

２ 産学連携による研究開発の推進 （１）課題解決型 IT 技術実証事業の実施 

（２）産業技術における大学研究機関等との共

同研究の実施 

（３）直方市 IoT 推進ラボによる交流事業 

３ 産業基盤の確保と活性化 （１）産業団地造成事業 

（２）既存企業や産業団地の事業活動を促進す

る環境整備 

（３）設備投資に対する支援 

（４）新たな産業集積地の整備検討 

４ Ｒ＆Ｄ機能を有した成長産業誘致 （１）超精密加工分野の企業誘致 

（２）中心市街地への IT事業者の誘致 

（３）スタートアップ支援 

５ 産業相互の連携促進 （１）産業間連携による新たな商品・サービス

開発の支援 

（２）直鞍産業振興センター（ADOX 福岡）と

の連携の強化 

（３）カーボンニュートラル対応への支援 

 

 

１ 新たな交流・関係人口の増加 

（１）観光振興事業 

令和４（2022）年３月に策定した「直方市観光基本計画」に沿って、（一社）直方市観

光物産振興協会とともに観光振興に取り組みます。併せて、本市の農産物のブランドイ

メージを確立し、６次化商品などの特産品を開発・販売していくことで、交流人口や関

係人口を創出し、拡大していきます。 

 

（２）中心市街地賑わいづくりの推進 

中心市街地商店街において、商業機能だけでなく、働く場所としてのオフィス機能や子

育て支援センター、経営相談スペースなど、異なる様々な機能を配置し、新しい人の流

れの創出に取り組みます。また、商店街組織、物件所有者、直方商工会議所、（株）まち
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づくり直方等と連携し、商店街の空き店舗等、中心市街地の遊休物件のリノベーション

等の手法を用いて、まちの賑わいづくりを推進します。 

 

 

２ 産学連携による研究開発の推進 

（１）課題解決型 IT 技術実証事業の実施 

行政課題や社会課題、市内の様々な産業分野が抱える課題を解決するため、デジタル技

術を活用した実証事業を支援し、解決に必要な技術の検証を行います。このような課題

に対して、IT技術を活用することにより、課題解決を行う新たなビジネスモデルを構築

し、社会システムとして、新たな産業の創出を目指します。 

 

（２）産業技術における大学研究機関等との共同研究の実施 

事業者の新たな取組みや研究開発の推進には、大学や研究機関等の専門的な連携が必要

となります。周辺の大学や研究機関とのネットワークを構築し、集積された情報や技術

の活用を促進することで、事業者の新たな価値創造を推進します。 

 

（３）直方市 IoT 推進ラボによる交流事業 

市内の各企業や団体と連携して、市内の IoT 化を進める「直方市 IoT 推進ラボ」におい

て、セミナーの開催や意見交換の実施などを通じて、地域経済の活性化を図ります。 

 

 

３ 産業基盤の確保と活性化 

（１）産業団地造成事業 

九州自動車道鞍手インターチェンジや新幹線に近接している本市の植木地区において、

産業団地の整備を進めると共に、データセンターの立地を目指し、不足している産業用

地を確保します。 

また、既存の産業団地の区画は完売状態となっているため、進出を希望する企業ニーズ

に早期に応えるためにも、さらなる産業団地の造成が求められています。民間企業によ

る開発など、民間活力の活用も視野に、市内の産業団地造成について継続して検討して

いきます。 

 

（２）既存企業や産業団地の事業活動を促進する環境整備 

市内には完成から 50 年以上経過している工業団地を始め、長い年月に掛けて稼働して

いる産業団地が多く、各産業団地におけるインフラの整備・改修などが必要な時期とな

っています。市内の既存企業の新たな事業活動を促進するため、随時、公有地である周

辺環境の基盤整備に対応します。 
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（３）設備投資に対する支援 

製造や研究開発用の工場等を新設または増設した企業に対して奨励金を交付する「企業

立地促進奨励金」の制度を継続して運用し、事業者による設備投資を支援します。 

 

（４）新たな産業集積地の整備検討 ＜新規＞ 

本市の植木地区にデータセンターが立地した場合、関連する産業集積としては、蓄電池

関連企業や大容量データを使って研究分析する研究開発部門の企業などが想定されま

す。また、データセンターに直接関係しなくとも、産業集積の機運が高まったことによ

る既存企業の規模拡張なども考えられます。さらに、近隣を通過する山陽新幹線の新駅

の整備や周辺の新たな都市開発などが進むならば、本市全体に対しても影響が大きく、

今までとは全く異なる、未来のまちの絵が描けることとなります。 

このような新たな産業集積地は、本市のさらなる成長を後押しする大きな力となり、将

来にわたり発展していく上で重要な礎となりますので、植木地区にある学校跡地である

遊休公有地の一体的な開発を含め、その整備について検討します。 

 

４ Ｒ＆Ｄ機能を有した成長産業誘致 

（１）超精密加工分野の企業誘致 ＜新規＞  

市内の産業特性と福岡市と北九州市の２つの政令指定都市の中間に位置する地理的優位

性を効果的に活用し、「直方市企業誘致方針」に基づき、自動車産業、半導体分野、セン

サー等の電子部品などをターゲットとして、高精度なものづくりを支える加工技術を中

心に、グローバルニッチトップの製造業の強化、集積を目指します。そのためには、市

場を牽引し得る技術の開発と市内中小企業の研究開発機能の高度化が必要となります。

大学、公的機関、大企業との連携を後押しするほか、研究開発機能の誘致を推進しま

す。 
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図表４－１ 本市の企業誘致方針 

 

 

 

（２）中心市街地への IT事業者の誘致 

市内企業のデジタル化の取組みを推進するためには、IT 技術を取り入れるだけではな

く、その技術を自社で稼働することができるようになるまで、伴走支援できる情報関連

企業が必要となります。市内の製造業や医療、福祉等を中心とした既存の産業を後押し

できる IT情報技術を保有した事業者の立地を目指し、IT 事業者を誘致します。また、そ

うした事業者を中心市街地に誘致することにより、まちの賑わいの創出と地域経済の活

性化にも繋げます。 

 

（３）スタートアップ支援 

「直方市創業支援等事業計画」に基づき、直方市、直方商工会議所、金融機関等との連

携を軸に情報の一元化を図り、市内または直鞍地域内における創業を検討している方に

対し、創業前から創業後の安定経営に至るフォローアップまで、その段階に合った経営

支援や資金調達に向けたアドバイス等、効率的かつ具体的な支援を実施します。 

また、スタートアップのベンチャー企業を育成し、製造業等の既存産業とマッチングす

ることを通して、イノベーションを誘発する環境を整備します。 
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５ 産業相互の連携促進 

（１）産業間連携による新たな商品・サービス開発の支援 ＜新規＞ 

本市には、製造業、卸売・小売業、医療・福祉などの企業が集積しています。稼ぐ力を

高めていくためには、自社の取り組みに加えて、技術やサービスの面で強みを持つ市内

企業との連携も大きな力になります。異業種間に横串を刺す産業間連携により、新商

品、新サービスの開発や、商品化、販売化を目指して、異業種間のマッチングや開発支

援に取り組みます。 

 

（２）直鞍産業振興センター（ADOX 福岡）との連携の強化 

直鞍産業振興センターを本地域に集積している多種多様な産業を支援するための拠点施

設と位置付け、市内及び直鞍地域の研究開発支援や直鞍次世代産業研究会や直鞍自動車

産業研究会といった、直鞍地域の企業による研究会運営の支援、人材育成に関する事業

を連携して推進し、地域の企業の技術・技能の集積化及び高度化を図り、もって市内企

業の受注機会の増加を促進します。 

また、電磁両立性（EMC）試験について、刻一刻と進化する電子機器の国際規格に応じ

た試験の実施や評価を継続して行うと共に、EMC 人材を育成することにより、企業の開発

業務を促進します。 

 

（３）カーボンニュートラル対応への支援 

本市は SDGs 未来都市の選定やゼロカーボンシティ宣言をするなど、持続可能な社会の

発展に寄与していくこととしています。しかし、事業者アンケート結果にもある通り、

企業の多くは、自社の経営に何らかの影響があると感じつつも、具体的な方策を検討す

るまでに至っていません。まずは省エネ技術や CO2 削減に関する情報を広く周知し、企

業がカーボンニュートラルに取り組むきっかけとなる行政の支援が重要です。 

また、脱炭素社会の実現に向けて、既存の産業支援機関とも連携を図りながら、産学官

民金の連携による伴走型の支援体制を構築し、企業や次世代を担う市民など、ターゲッ

トを絞った施策を順に展開していきます。 
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第５章 実現に向けて 

１ 推進体制 

本計画は、有識者や市内事業者、行政などで構成する「直方市中小企業振興審議会」に

おいて、毎年度の進捗状況を検証すると共に、会議内で出された意見を踏まえ、次年度以

降の取組みに反映させます。 

本計画の実現にあたっては、国や福岡県が掲げる産業振興施策と連携して様々な施策を

展開します。 

また、市内事業者、経済関連団体、産業支援機関及び教育機関などと協働を図るととも

に、庁内の関係部署を横断した柔軟な事業実施を行います。 
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２ 進捗管理 

 本計画に基づく各種施策の成果を図るため、ビジョンを達成する上で、その達成度合い

を図る定量的な指標である KPI（重要業績評価指標）と、ビジョンに対する評価である

KGI（重要目標達成指標）を以下のとおり設定します。 

KPI により、適切な進捗管理を行うとともに、日々変化する社会情勢をとらえ、適宜見直

しを図っていくなど、状況に応じ施策を展開します。 

 

＜達成指標 KGI＞ 

指標 基準値 目標値 

市内給与所得者の総所得額の増加 
令和３（2021）年度： 

537.00 億円 

令和９（2027）年度： 

671.67 億円 

市内総生産額の増加 
令和元（2019）年度： 

2,101.55 億円 

令和９（2027）年度： 

2,440.64 億円 

 

市内給与所得者の総所得額の増加について、令和３（2021）年度を基準年とし、５年間

の計画期間中、15％（年平均３％）の増加を目指します。 

なお、令和４（2022）年度の数値は、令和元（2019）年度から令和２（2020）年度の市

内給与所得者の総所得額の実績に基づき算出した予測値となっているため、実績を把握次

第、適宜更新を行うこととします。 
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市内総生産額の増加については、令和元（2019）年度を基準とし、５年間の計画期間

中、10％（年平均２％）の増加を目指します。 

なお、令和２（2020）年度から令和４（2022）年度の数値は福岡県市町村民経済計算

（平成 23～令和元年度）に基づき算出した予測値となっているため、数値が公表された場

合、適宜更新を行うこととします。 
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＜評価指標 KPI＞ 

KPI 基準値 目標値 

成長戦略の策定に関する支援を実施した企業数 
- 

計画期間中 

10 社 

合同企業説明会の参加者数 令和元年度 

82 人 
100 人/年 

高卒者の地元就職率 

※就職希望者における市内就職者の割合（学区内 5

校を対象） 

令和元年度

18.0％ 

令和９年度 

25.0％ 

女性（15～64 歳）の就業率 

※女性の人口（総数）に占める労働力人口（総

数）の割合（「国勢調査」より） 

平成 27 年 

62.2％ 

令和９年 

70.0％ 

新規創業件数 

※認定創業支援等事業計画に基づく支援を行った

新規創業件数 

- 
計画期間中 

120 件 

事業承継に関する支援を実施した企業数 
- 

計画期間中 

5 社 

昼間人口 

※「国勢調査」より 
平成 27 年度 

60,081 人 

令和９年度 

60,000 人以上 

（維持） 

大学研究機関が参画した共同研究の件数 
- 

計画期間中 

１件 
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＜5年間のロードマップ＞ 

  令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

基本方針 1 

＜重点＞ 

１ 経営層のマネジメント力の強化 

経営層を対象とし

た成長戦略策定支

援 

事業化     

次世代の経営層の

育成支援 

 事業検討 

☆ 

事業化   

２ 熟練技術の形式知化 

業務のデジタル化

推進支援 

事業検討 

☆ 

事業化    

SIer、フィールド

エンジニアの活用

支援 

事業検討 

☆ 

事業化    

３ 稼ぐ力の強化 

固有技術の研鑽に

対する支援 

  事業検討 

☆ 

事業化  

付加価値額向上に

向けた新しいビジ

ネスモデルの構築

支援 

 事業検討 

☆ 

事業化   

４ 中核となる中小企業の育成 

中小企業を対象と

した伴走型支援 

事業化     

産学官金連携によ

る企業支援 

 事業検討 

☆ 

事業化   

基本方針２ １ 多様な人材の確保 

高校生を対象とし

た合同企業説明会

の実施 

継続     

副業、兼業、UIJ タ

ーン人材の確保及

び活用 

 

 事業検討 

☆ 

事業化   

働く外国人の活躍

支援 

継続     
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２ 次世代の産業人材の育成 

市内小中高生に対

する情報発信  

  事業検討 

☆ 

事業化  

若年層を対象とし

た人材育成の実施 

継続     

アントレプレナー

シップの育成 

継続     

３ 技術者・技能者の育成 

オペレーションマ

ネジメントの人材

育成支援 

 事業検討 

☆ 

事業化   

リカレント教育の

支援 

  事業検討 

☆ 

事業化  

技能者の技能向上

支援 

  事業検討 

☆ 

事業化  

４ 働きやすい職場環境の整備 

健康経営®の支援 

 

継続     

誰もが活躍できる

環境の整備 

  事業検討 

☆ 

事業化  

基本方針３ 

＜緊急性＞ 

１ 事業継続の支援 

情報発信の強化 随時実行 

 

    

社会情勢に即応す

る補助金及び給付

金事業 

随時実行     

経営基盤の安定化

支援 

継続     

２ 経営基盤の強靭化支援 

直鞍ビジネス支援

センター事業の実

施 

継続     

市内事業者のデジ

タル技術の導入支

援 

継続     
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３ 事業承継の促進 

事業承継における

シーズとニーズの

発掘 

 調査    

事業承継の伴走型

支援 

 事業検討 

☆ 

事業化   

基本方針４ １ 新たな交流・関係人口の増加 

観光振興事業 

 

継続     

中心市街地賑わい

づくりの推進 

継続     

２ 産学連携による研究開発の推進 

課題解決型 IT技術

実証事業の実施 

継続     

産業技術における

大学研究機関等と

の共同研究の実施 

継続     

直方市 IoT 推進ラ

ボによる交流事業 

継続     

３ 産業基盤の確保と活性化 

産業団地造成事業 

 

継続     

既存企業や産業団

地の事業活動を促

進する環境整備 

随時実行     

設備投資に対する

支援 

継続     

新たな産業集積地

の整備検討 

事業検討     

４ Ｒ＆Ｄ機能を有した成長産業誘致 

超精密加工分野の

企業誘致 

  事業検討 

☆ 

事業化  

中心市街地への IT

事業者の誘致 

継続     

スタートアップ支

援 

継続     
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５ 産業相互の連携促進 

産業間連携による

新たな商品・サー

ビス開発の支援 

  事業検討 

☆ 

事業化  

直鞍産業振興セン

ター（ADOX 福岡）

との連携の強化 

継続     

カーボンニュート

ラル対応への支援 

  事業検討 

☆ 

事業化  

 

 


